予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　　
	事業名：モノづくり基盤強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　地域産業課　県産品開発係　電話番号：058-272-1111（内3097 ）

　　　　　　　E-mail： ｃ11355@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　17,628千円（前年度予算額： 3,500千円）
　　　　　　人件費　14,128千円

　　　　　　事業費　 3,500千円

＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500

	要求額
	17,628
	0
	0
	0
	0
	0
	60
	0
	17,568

	1月29日時点
査定額
	16,728
	0
	0
	0
	0
	0
	60
	0
	16,668

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・県内モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請け体質の企業が多く、直接消費者の声を聞きモノづくりに活かしたり、メーカー自らが販路を開拓するといった経験に乏しかったことから、高度なモノづくり技術を保有しているものの、それが利益を生むモノづくりに直結していないのが現状。利益増大を実現するため、消費者視点に立ったデザイン性、市場性の高い商品づくりが求められている。
（２）事業内容

◎モノづくり基盤強化事業

デザインや機能性に優れた付加価値の高い商品づくりを支援するため、デジタル工作機器を活用した先進的なモノづくり手法の研究や活用が進むソフトピアジャパン・ドリーム・コア内に、商品・デザイン開発の専門的な相談窓口となる「デザインスタジオ」（モノづくりコーディネータ２名、デザイン業務専門職１名で構成）を設置し、モノづくり企業支援体制の強化を図る。
・商品・デザイン開発に関する専門的な相談窓口として、企業が実施する商品開発に対するデザイン面における相談についての助言を行う。

・岐阜県が実施する商品開発支援事業のプロデューサーとして、企画・デザイン開発・試作品製作・商品化といったプロジェクトの一連の進行管理を行う。

・商品や企業の価値を流通事業者や消費者に的確に伝える手法・技術に関する県内企業からの相談についての助言を行う。（例：見本市出展の際のブースづくり、商品ディスプレイ、カタログ・ＰＯＰ作成に関する相談など）

・岐阜県が実施する県産品展示会における会場の空間デザイン、展示品・ブースのレイアウト、テーブルコーディネートの企画・設営、県庁展示物・出版物のデザイン等を行う。

（３）県負担・補助率の考え方

　　　・県10/10
３　事業費の積算内訳
（1） モノづくり基盤強化事業人件費（デザインスタジオ人件費）
(※IAMAS(情報科学芸術大学院大学)から移管)
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	14,128
	報酬、共済費
（モノづくりコーディネータ2名、デザイン業務専門職1名）

	合計
	14,128
	


（２）モノづくり基盤強化事業事務費（デザインスタジオ事務費）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	210
	講師等謝金

	旅費
	　1,612
	旅費

	需用費
	　　1,128
	消耗品費、光熱水費、修繕料

	役務費
	120
	電話代・郵便代

	その他
	　　　430
	情報機器購入費

	合計
	3,500
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　

　携わる人数が１名減少した所要額を計上します。



	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想
Ⅱふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致や、付加価値の高いブランド力のある地場産業製品の開発・販売の拡大によって全体的な労働生産性の低さを克服し、経済的な成長につなげます。

　Ⅳ　中小企業・地場産業の競争力の強化
　　○中小企業の生産性向上
　　　◆ムダ取り・カイゼンの促進
　　　◆中小企業の取引支援
（２）後年度の財政負担

　　　毎年度同額程度の経費が必要な見込み。

（３）事業主体及びその妥当性
　　　　商品にちょっとしたデザイン性を加味することにより、高い付加価値が

生まれる可能性がある。県はこれまでプロダクトデザイナーとの豊富な

ネットワークを構築してきており、これを活用しデザイン面から県内中

小企業のモノづくりを支援することは県経済の発展にとって重要である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内のモノづくり事業者の新商品の企画・開発を支援することで、顧客の視点に立ったデザイン性・市場性の高い新商品開発に挑戦する機会を提供し、企業の商品開発力の向上を図るとともに、国内外に発信できる岐阜県ブランドの商品ラインナップの強化、さらには地域のデザイナーの育成を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	商品開発支援事業による新商品開発数(試作品を含む)
	－
（H  ）
	20
（H23）
	40
（H24）
	40
（H25）
	80
（H26）
	50.0％


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

県内モノづくり企業の意欲的な商品開発プロジェクトを公募し、プロダクトデザイナーによるデザイン開発支援を行うことで、顧客の視点に立った付加価値の高いモノづくり、品質・デザイン性・機能性に優れた岐阜県ブランド商品の開発、また、一連のプロセスを通じた企業の商品開発力の向上を支援した。

　デザイン開発支援にあたっては、地元デザイナーを積極的に活用し、デザイナー育成も図った。

・３月～４月　商品開発プロジェクトの募集、選定
・５月～６月　デザイン開発支援を行うデザイナーの選定
 ・６月～３月　メーカー、工業デザイナー、県・(公財)岐阜県産業経済振興

センターが協働して商品開発を実施。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　平成24年度は、本県を代表する地場産業である陶磁器、刃物、木工など20件の商品開発プロジェクトの支援を実施し、年度末までに20件の新商品(試作品を含む)が完成した。

県内モノづくり事業者が、工業デザイナーを活用して商品開発を行うプロセスを習得することで、モノづくり企業の商品開発力の向上が期待される。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	本県モノづくり企業の多くは、ＯＥＭ・下請的なビジネス形態が主体であり、独自の販売ルートを持っていないため、出口である流通に弱く、価格競争の影響を非常に受けやすい体質となっている。モノづくり企業の売上・利益の増大、販売を重点に置いたビジネスモデルの推進を図るためには、企業の商品開発力など価値創造的な活動を支援していく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成23年度、平成24年度ともに20件の商品開発プロジェクトが予定どおり実施された。

　プロダクトデザイナーと初めて仕事をしたという企業もあったが、着実に商品開発力が高まっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　支援を行う企業の選定方法について、平成23年度は選考委員会を開催し、応募者のプレゼンテーションを行っていたが、平成24年度より選定方法を見直し、応募のあった企業を直接訪問し、申請内容や開発体制等のヒアリングを行うことにより、応募者の負担軽減とヒアリングの充実を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　モノづくり企業の商品開発力の向上を支援するとともに、商品の価値を消費者や流通事業者に的確に伝達するための価値伝達力の向上も図っていくことが必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

当事業によりモノづくり企業の商品開発力は着実に向上しており、商品価値伝達力の向上を図る流通支援事業との有機的な連携により、利益率の高いビジネスモデルづくりを推進し、将来にわたり継続して発展するための基盤づくりを行っていく。


